
経営発達支援計画の概要 

実施者名 
（法人番号） 

原町商工会議所（法人番号 5380005007287） 

南相馬市   （地方公共団体コード 072125） 

実施期間 令和 6年 4月 1日～令和 11年 3月 31日 

目標 

経営発達支援事業の目標 

【目標①】小規模事業者の経営理論に基づいた経営の実践と自走化に向けた新たなチャ

レンジを支援する 

【目標②】小規模事業者のデジタル化による販路拡大・生産性向上や、ロボットをはじ

めとするイノベーション分野等への挑戦などの新たなチャ ンジを支援す

る 

【目標③】小規模事業者の事業承継の推進を支援する 

【目標④】上記を実現するために、小規模事業者との対話と傾聴を通じて、個々の課題

を設定した上で、地域経済を支える小規模事業者の力を引き出し、地域全体

での持続的発展の取組を図る 

事業内容 

経営発達支援事業の内容 

３.地域の経済動向調査に関すること 

小規模事業者自身が外部環境の変化を捉えることを目的に、「地域の経済動向分析」

や「原町区小規模事業者景気動向調査」、「南相馬地域商工業者経済状況調査」を実施

し、結果を公表する。 

４.需要動向調査に関すること 

小規模事業者が消費者ニーズを捉えるため、「イベントを活用した小規模事業者の商

品調査」を実施する。また、調査結果を活用して商品のブラッシュアップを支援する。 

５.経営状況の分析に関すること 

小規模事業者の新たなチャレンジに向けて、経営の本質的な課題を事業者自らが認識

することに重点を置いた「経営分析（財務分析及び非財務分析）」を実施する。 

６.事業計画策定支援に関すること 

「地域の経済動向調査」や「経営状況の分析」及び「需要動向調査」の結果を踏まえ、

事業計画策定を支援する。また、小規模事業者の事業承継を推進するため、事業承継

計画の策定支援も併せて実施する。 

７.事業計画策定後の実施支援に関すること 

前項で策定したすべての事業計画・事業承継計画を四半期毎にフォローアップするこ

とで、事業者の売上や利益の増加を実現する。 

８.新たな需要の開拓に寄与する事業に関すること 

小規模事業者の新たな需要開拓を目的に、「原町商工会議所 産業交流促進事業」や「伊

達な商談会への出展支援」、「ITを活用した販路開拓の個社支援」を実施する。 

連絡先 

原町商工会議所 中小企業相談所 

〒975-0006 福島県南相馬市原町区橋本町 1丁目 35番地 

TEL: 0244-22-1141 FAX: 0244-24-4182 E-mail: info@haracci.com 

 

南相馬市 商工観光部 商工労政課 商業振興係 

〒975-8686 福島県南相馬市原町区本町 2丁目 27番地 

TEL: 0244-24-5264 FAX: 0244-23-7420 E-mail: syokorosei@city.minamisoma.lg.jp 
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（別表１） 

経営発達支援計画 

経営発達支援事業の目標 

1.目標 

(1)地域の現状及び課題 

①現状 

ア 南相馬市の概況 

南相馬市（以下、当市）は、福島県浜通りの北部に位置している。東部には太平洋が広がり、西部には

阿武隈高原が連なり、山・川・海の豊かな自然に囲まれた地勢で、面積は 398.58 ㎢である。 

東京からの距離は 292 ㎞で、いわき市と宮城県仙台市のほぼ中間地点にある。 

主要交通路では、南北方面に首都圏・いわき方面・仙台方面と連絡する常磐自動車道、国道 6 号、相馬

浪江線、浪江鹿島線、JR 常磐線がある。また、東西方面に県都福島市と連絡する東北中央自動車道、原町

川俣線等がある。 

 

 
出典：南相馬市「第三次総合計画」 

 

現在の南相馬市は、平成 18 年 1 月 1 日、旧小高町、旧鹿島町、旧原町市の 1 市 2 町が合併して誕生し

た。そのため、市内には原町商工会議所（以下、当所）、小高商工会、鹿島商工会の 3 つの商工団体があ

る。なお、当所の管轄エリアは上図「原町区」の箇所である。 
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オ 観光入込客数の推移（当市全体） 

令和 4（2022）年の観光入込客数は 1,610 千人である。 

推移をみると、東日本大震災後に回復傾向がみられ、近年は 2,000 千人弱で安定推移していたが、新型

コロナウイルス感染症の拡大などにより急減していることが読み取れる。 

■観光客入込数（当市全体） 
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出典：福島県 商工労働部 観光交流局 観光交流課「福島県観光客入込状況」 

 

カ 産業 

(a)業種別の事業所数（小規模事業所数）の推移 

ⅰ_当市全体 

当市の平成 24 年の事業所数は 2,283 社、令和 3 年の事業所数は 2,638 社である。 

 小規模事業所数は平成 24 年が 1,770 者、令和 3 年が 1,938 者であり、9 年間で 9.5％増加している。産

業別にみると、他サービス業（42 者）、建設業（41 者）、医療、福祉（34 者）の順に増加事業所数が大き

くなっている。 

■業種別の事業所数及び小規模事業所数 

建設 製造
情報
通信

卸・
小売

宿泊・
飲食

医療、
福祉

他サー
ビス

その他 計

平成24年
事業所数 278 222 15 576 219 152 587 234 2,283
小規模事業所数 251 170 14 400 175 78 472 210 1,770

平成28年
事業所数 346 249 16 651 270 187 643 250 2,612
小規模事業所数 302 199 15 433 207 96 500 224 1,976

令和3年
事業所数 333 231 18 626 243 224 691 272 2,638
小規模事業所数 292 182 17 397 185 112 514 239 1,938

増減(令和3年-平成24年）
事業所数 55 9 3 50 24 72 104 38 355

増減割合 19.8% 4.1% 20.0% 8.7% 11.0% 47.4% 17.7% 16.2% 15.5%
小規模事業所数 41 12 3 △3 10 34 42 29 168

増減割合 16.3% 7.1% 21.4% △0.8% 5.7% 43.6% 8.9% 13.8% 9.5%  
出典：総務省・経済産業省「経済センサス-活動調査」より一部加工 

 

ⅱ_当所管内 

 前項『ⅰ_当市全体』は経済センサスを基に作成しているが、経済センサスからは当所管内の事業所数

は算出できない。そこで、福島県の資料をもとに当市全体における当所管内の事業所数を確認する。 

 以下資料より当所管内の事業所総数をみると、平成 24 年が 1,893 社、平成 28年が 2,140 社となってお

り、前項の当市全体の事業所数と比較すると、平成 24 年は当市全体の 82.9％、平成 28 年は当市全体の

81.9％を占めていると推計できる。 

 当所管内の事業所数は、当市全体の事業所数の大部分を占めることから、前項で記載した傾向は、当所

管内の傾向と類似していると考えられる。 
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■製造品出荷額等の推移（当市全体） 

 
出典：RESAS（経済産業省「工業統計調査」、総務省・経済産業省「経済センサス－活動調査」） 

 

ⅲ_卸・小売・サービス業 

市内商業の状況は、震災と原発事故の影響により事業者数、従業者数は大きく減少しており、依然とし

て震災前の水準に及ばない状況にある。人口減少、少子高齢化など経済社会の構造変化に加えて、当地域

は原発事故による避難区域等の設定により商圏消失、避難による人口減少が大きな影響を与えた。年間販

売額は平成 28 年に震災前の水準に回復しているが、大型店を中心とした売上の回復が中心となっている

ものと考えられる。 

令和 4年度の会員実態調査によると新型コロナウイルス感染症による売上高への影響は震災直後の水準

すらも下回った。また、消費者の買い物行動も変化し、インターネット販売の普及等により厳しい経営環

境が続いている。卸売業も小売業、建設業等の縮小に連動しており、自身だけでの経営の回復は難しい状

況である。 

その他、消費者ニーズ、需要低迷をはじめとする外部環境の変化への対応力が弱い。他業種と比べ経営

資源に乏しく、新たなチャレンジへ踏み出せないこと、また、経営者の高齢化、後継者不足、中心市街地

の空洞化、災害等のリスク回避への対策不足、IT の利活用不足などが挙げられる。 

■年間商品出荷額の推移（当市全体） 

 
出典：RESAS（経済産業省「商業統計調査」、総務省・経済産業省「経済センサス－活動調査」） 
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(d)アンケートからみた事業者が抱える課題（当所管内） 

前述の「令和 4 年度南相馬地域商工業者経済状況調査 調査結果報告書」より事業者が抱える問題点を

確認する。 

全産業をみると、「売上の減少」が 54.8％で最も高く、「仕入コストの上昇」が 37.3％、「資材・燃料費

の高騰」が 34.9％と続いている。業種別にみても概ねこの傾向は変わらないため、売上拡大や業務効率化

等によるコスト削減が課題であるといえる。 

■貴事業者が抱える問題 

全産業 製造 建設 卸売 小売 サービス

n数 292 50 67 11 55 109

①売上の減少 54.8% 42.0% 44.8% 72.7% 65.5% 59.6%

うち客数（受注数量）の減少 38.0% 24.0% 22.4% 36.4% 52.7% 46.8%

うち客単価（受注単価）の減少 14.7% 12.0% 10.4% 18.2% 23.6% 13.8%

②地震・津波被害からの復旧 3.1% 0.0% 1.5% 18.2% 0.0% 5.5%

③事業所の移転 2.1% 0.0% 0.0% 0.0% 3.6% 3.7%

④仕入コストの上昇 37.3% 42.0% 37.3% 72.7% 34.5% 33.0%

⑤安定的な仕入が難しい 14.4% 14.0% 17.9% 18.2% 18.2% 10.1%

⑥資金繰りの悪化 11.0% 4.0% 6.0% 18.2% 18.2% 12.8%

⑦借入金の増加 5.5% 6.0% 4.5% 0.0% 7.3% 5.5%

⑧外注先の不足 7.2% 12.0% 14.9% 0.0% 1.8% 3.7%

⑨労働力不足 29.8% 26.0% 47.8% 0.0% 14.5% 31.2%

⑩営業時間・操業時間の調整 6.8% 8.0% 1.5% 18.2% 3.6% 10.1%

⑪人員の調整（出勤人数、勤務時間 等） 14.7% 10.0% 13.4% 18.2% 14.5% 17.4%

⑫営業機会の縮小（出張、外回り、イベント、商談会等） 6.5% 4.0% 3.0% 27.3% 10.9% 5.5%

⑬雇用の維持が困難 6.8% 4.0% 11.9% 0.0% 3.6% 7.3%

⑭予約や受注のキャンセル 3.1% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 8.3%

⑮コロナの感染防止対策に係るコスト増 7.5% 8.0% 3.0% 0.0% 0.0% 14.7%

⑯賃金の上昇 18.2% 20.0% 7.5% 9.1% 16.4% 25.7%

⑰資材・燃料費の高騰 34.9% 46.0% 46.3% 54.5% 16.4% 30.3%

⑱テレワークの推進 1.0% 2.0% 0.0% 0.0% 0.0% 1.8%

⑲サプライチェーンの多角化 0.7% 2.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.9%

⑳水害対策 0.7% 0.0% 1.5% 0.0% 0.0% 0.9%

㉑国内外へ出張ができない 1.0% 0.0% 0.0% 0.0% 1.8% 1.8%

㉒今後の事業継続の見通し 21.9% 26.0% 19.4% 9.1% 23.6% 22.0%

㉓その他 2.4% 4.0% 3.0% 0.0% 3.6% 0.9%  
出典：原町商工会議所・福島大学 地域未来デザインセンター 

「令和 4 年度南相馬地域商工業者経済状況調査 調査結果報告書」 

 

キ 今後 5 年間で小規模事業者の経営環境に影響を与える地域のトピック 

(a)福島イノベーション・コースト構想 

 福島イ ベーショ ・コースト構想

とは、東日本大震災及び原子力災害に

よって失われた浜通り地域等の産業を

回復するために、新たな産業基盤の構

築を目指す国家プロジェクトである。

「廃炉」「ロボット・ドローン」「エネ

ルギー・環境・リサイクル 「農林水産

業」「医療関連」「航空宇宙」の各分野

の具体化を進めるとともに、その実現

に向けた産業集積や人材育成、交流人

口の拡大、情報発信など多岐に渡る環

境整備に取り組む。 

 このなかで、当所管内には、福島ロ
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ボットテストフィールドが開設された。 

 福島ロボットテストフィールドは、陸・海・空のフィールドロボットに対応する 4 つのエリアからなる、

世界に類をみない一大開発実証拠点である。南相馬市復興工業団地内の東西約 1,000m、南北約 500m、東

京ドーム 10 個分の広大な敷地を有している。この施設を中核として、浜通り地域等へのロボット産業の

集積を図ることを目指している。 

 また、福島国際研究教育機構（F-REI）が設立され、隣町の浪江町に拠点が整備される予定である。福

島国際研究教育機構は、我が国の科学技術力・産業競争力の強化を牽引し、世界に冠たる「創造的復興の

中核拠点」を目指す。世界でここにしかない多様な研究・実証・社会実装の場となり国際的に情報発信し

ていく。 

 

ク 南相馬市第三次総合計画 

「南相馬市第三次総合計画（令和 5 年度～令和 12 年度）」の商工・観光部分は下表のとおりである。 

前期基本計画を小規模事業者支援の視点でみると、①ロボットをはじめとするイノベ分野等新たな分野

へチャレンジする取組を推進し、強み産業へ育成すること、②試作品開発等を通じた事業者の技術力向上

を推進するとともに、販路拡大を支援すること、③事業者の生産性向上等に向けた設備等の導入やデータ

とデジタル技術の活用を促進すること、④市内事業者の人材確保や事業継続を支援すること、⑤空き店舗

等を活用した新たな創業者を支援し、市民が訪れたくなる魅力ある店舗等を創出し、街なかの活性化を図

ること、⑥商工会議所・商工会との協働により、既存店舗等の新たなチャレンジを支援し、市内中小事業

者の事業継続・発展を図ることなどが掲げられている。 

■基本構想（令和 5 年度～令和 12 年度） 

まちづくりの基本目標 

『未来の南相馬の姿』 

100 年のまちづくり 

～家族や友人とともに暮らすまち～ 

今後 8 年間の 

まちづくりの基本姿勢 

つなぐ よりそう いどむ 

政策の柱 

（産業部分） 

政策 4 産業・しごとづくり・移住定住 

産業・しごとづくりは、南相馬の活力の源泉です。まちに元気と賑わい

を生み出すためには、より一層の地域産業の振興、移住定住の推進が求め

られています。 

本市は、新たなチャレンジを応援するまちです。地元企業の発展を支え

るとともに、福島イノベーション・コースト構想の 6 分野※などを通じて、

あらゆる世代や国籍などを超えて、就業機会の創出を図ります。 

また、山・川・海の豊かな自然や人馬が共生する文化など、本市の魅力

ある地域資源を最大限生かした、観光や移住定住施策を推進するなど、訪

れたくなる・住みたくなるまちを目指します。 

※福島イノベーション・コースト構想の 6 分野 

福島イ ベーショ ・コースト構想の重点分野として「廃炉 、「ロボット・ドロー 、「エネルギ

ー・環境・リサイクル 、「農林水産業」、「医療関連 、「航空宇宙」の分野におけるプロジェクトの具

体化を進めています。 

■前期基本計画（令和 5 年度～令和 8 年度） 

政策 4 産業・しごとづくり・移住定住 

8 商工業 

 施策 24 ロボット・ドローンを始めイノベ重点分野等の新産業創出・育成 

 施策 25 市内事業者の振興 

 施策 26 多様な人材の確保と就労支援の充実 

 施策 27 新たなチャレンジを支える街なかの活性化 

9 観光交流 

 施策 28 通年観光の推進 

 施策 29 馬事文化振興及び馬事関連観光の推進 

 施策 30 交流人口の拡大 
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③商工会議所としての役割 

当所では、従来からの経営改善普及事業を行いながら、国内外の需要の動向や小規模事業者の財務・非

財務情報を分析し、新たな需要を獲得するために事業計画の策定および策定後のフォローアップを行い、

PDCA サイクルを回しながら経営の発達を支援していく。その際には、経営力再構築伴走支援モデルを意識

し、自己変革力が高まり、自走化につながるよう課題設定型の支援を行う。同時に、直面する目下の課題

解決を求める小規模事業者には、従来からの課題解決型支援を行うなど、小規模事業者の置かれている状

況を見極め、課題解決型支援と経営力再構築伴走支援を使い分ける。 

 これからも「夢をかたちに 知恵と実践」をスローガンに小規模事業者の身近な支援機関として、また、

地域総合経済団体としてその使命と役割を果たしていく。 

第 1 期経営発達支援計画では、以下の目標を掲げ、小規模事業者支援を実施してきた。今後は第 2 期経

営発達支援計画を定め、小規模事業者の活性化に向けて全職員一丸となり取り組む。 

目標（第 1 期経営発達支援計画） 

当地域の小規模事業者は、原発事故に起因する人口流出や商圏消失といった影響が回復していないこ

とにより、売上減少や労働力不足といった課題を抱えている。よって、小規模事業者が『経営環境に対

応』し、『売上と利益を確保』し、『持続可能な経営を自ら行う』ようになるため、以下の 7 つの目標達

成に向け、関係機関と連携して伴走型個社支援と地域全体の振興を図っていく。 

① 経営理論に基づいた経営の実践 

② 高付加価値化による新たな事業展開（下請け構造からの脱却 等）の促進 

③ IT 経営の推進による生産性の向上 

④ 起業・新規創業の促進と事業承継の推進 

⑤ 地域資源を活用した域内経済の活性化 

⑥ イノベーション・コースト構想による経済効果の創出 

⑦ 職員の資質向上と支援体制の強化 

 

(3)経営発達支援事業の目標 

(1)地域の現状及び課題、(2)小規模事業者に対する長期的な振興のあり方を踏まえた上で、今後 5 年間

の事業実施期間で取り組む下記の 4 つの目標を設定する。 

〈目標〉 

【目標①】小規模事業者の経営理論に基づいた経営の実践と自走化に向けた新たなチャレンジを支援する 

【目標②】小規模事業者のデジタル化による販路拡大・生産性向上や、ロボットをはじめとするイ ベー

ション分野等への挑戦などの新たなチャレンジを支援する 

【目標③】小規模事業者の事業承継の推進を支援する 

【目標④】上記を実現するために、小規模事業者との対話と傾聴を通じて、個々の課題を設定した上で、

地域経済を支える小規模事業者の力を引き出し、地域全体での持続的発展の取組を図る 

〈地域への裨益目標〉 

上記【目標①】～【目標④】により、小規模事業者の経営力強化を図ることで、まちに元気と賑わいを

生み出す。また、新たなチャレンジを支援することで、小規模事業者の育成を実現し、就業機会の創出

を図る。 
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経営発達支援事業の内容及び実施期間 

 

2.経営発達支援事業の実施期間、目標の達成方針 

 

（１）経営発達支援事業の実施期間（令和６年４月１日～令和１１年３月３１日） 

 

（２）目標の達成に向けた方針 

 
【目標①達成のための方針】 

小規模事業者の経営理論に基づいた経営の実践と自走化に向けた新たなチャレンジのために、まずは

「地域の経済動向分析」等により外部環境を整理する。また、経営分析により各事業者の経営状況を明ら

かにする。経営分析では、財務データ等からみえる表面的な経営課題だけでなく、事業者との対話と傾聴

を通じて経営の本質的な課題を事業者自らが認識することに重点を置く。 

次に、分析結果を活用しながら、新たなチャレンジに向けた方向性を検討し、結果を事業計画にまとめ

る。さらに、策定後は伴走型でフォローアップを行い、事業計画を実現させる。 

これらの PDCA を回しながら、経営理論に基づいた経営を実践することで、将来的には小規模事業者自

身がこの取組を行い、自走化できることを目指す。 

 

【目標②達成のための方針】 

小規模事業者のデジタル化による販路拡大・生産性向上や、ロボットをはじめとするイノベーション分

野等への挑戦を促進するために、前項の各支援段階においてデジタル化（ここでいうデジタル化には、DX

や IoT、AI、ロボット等の活用を含む）に関する支援を実施する。 

具体的には、①経営分析支援の際に、事業者のデジタル化・IT 活用の状況を分析する、②事業計画策定

支援の際に、IT セミナーや IT 専門家派遣を実施する、③販路開拓支援の際に、「IT を活用した販路開拓

の個社支援」を実施する。 

また、効果的な支援に向けて、当所内においても IT・デジタル化支援能力の資質向上を図る。 

 

【目標③達成のための方針】 

小規模事業者の事業承継の推進を支援するため、経営分析において「事業承継診断シート」を使った事

業承継分析を行う。また、事業承継に意欲的な事業者に対しては、事業承継計画の策定支援を行う。 

計画策定後は、計画を定期的にフォローアップすることで円滑な事業承継を実現する。 

なお、一連の支援にあたっては、専門的な見地からアドバイスを行うため、福島県事業承継・引継ぎ支

援セ ター等と連携する。 

 

【目標④達成のための方針】 

経営分析、事業計画の策定、策定後の実施支援の各局面で、経営力再構築伴走支援モデルによる支援を

実施する。具体的には、経営課題の設定から課題解決を支援するにあたり、経営者や従業員との対話を通

じて、事業者の自走化のための内発的動機付けを行い、潜在力を引き出す。 

 また、これを実現するために、経営指導員等の資質向上を実施する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

























24 

 

（別表２） 

 経営発達支援事業の実施体制 

経営発達支援事業の実施体制 

【令和 5 年 11 月現在】 

 

（１）実施体制（商工会又は商工会議所の経営発達支援事業実施に係る体制／関係市町村の経営発達支援

事業実施に係る体制／商工会又は商工会議所と関係市町村の共同体制／経営指導員の関与体制 等） 

南相馬市

商工観光部

商工労政課

事務局長

兼 中小企業相談所長

総務課

係長 1名

一般職員 4名

企画課

係長（法定経営指導員） 1名

補助員 2名

指導課

係長（経営指導員） 1名

経営指導員 1名

補助員 1名

総務部

部長 1名

中小企業相談所

 

（２）商工会及び商工会議所による小規模事業者の支援に関する法律第７条第５項に規定する経営指導員

による情報の提供及び助言に係る実施体制 

①法定経営指導員の氏名、連絡先 

氏 名： 田村 紘史 

連絡先： 原町商工会議所 TEL.0244-22-1141 

 

②法定経営指導員による情報の提供及び助言 

経営発達支援計画の実施・実施に係る指導及び助言、目標達成に向けた進捗管理、事業の評価・見直

しをする際の必要な情報の提供等を行う。 

 

（３）商工会／商工会議所、関係市町村連絡先 

①商工会／商工会議所 

〒975-0006 

福島県南相馬市原町区橋本町 1 丁目 35 番地 

原町商工会議所 中小企業相談所 

TEL： 0244-22-1141 ／ FAX： 0244-24-4182 

E-mail： info@haracci.com 

 

②関係市町村 

〒975-8686 

福島県南相馬市原町区本町 2 丁目 27 番地 

南相馬市 商工観光部 商工労政課 商業振興係 

TEL： 0244-24-5264 ／ FAX： 0244-23-7420 

E-mail： syokorosei@city.minamisoma.lg.jp 
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（別表３） 

 経営発達支援事業の実施に必要な資金の額及びその調達方法 

                                      （単位 千円） 

 
令和 

６年度 

令和 

７年度 

令和 

８年度 

令和 

９年度 

令和 

10年度 

必要な資金の額 1,840 1,840 1,840 1,840 1,840 

 地域経済動向調査 460 460 460 460 460 

 需要動向調査 100 100 100 100 100 

 経営状況の分析 500 500 500 500 500 

 事業計画策定支援 0 0 0 0 0 

 事業計画策定後の実施支援 0 0 0 0 0 

 新たな需要の開拓に寄与する事業 700 700 700 700 700 

 事業の評価及び見直しをするための仕組み 0 0 0 0 0 

 経営指導員等の資質向上等 80 80 80 80 80 

（備考）必要な資金の額については、見込み額を記載すること。 

調達方法 

会費収入、福島県補助金、南相馬市補助金、事業収入、伴走型小規模事業者支援推進事業補助金 等 

（備考）調達方法については、想定される調達方法を記載すること。 
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（別表４） 

 経営発達支援計画を共同して作成する商工会又は商工会議所及び関係市町村以外の者を連携して経

営発達支援事業を実施する者とする場合の連携に関する事項 

連携して事業を実施する者の氏名又は名称及び住所 

並びに法人にあっては、その代表者の氏名 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

連携して実施する事業の内容 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

連携して事業を実施する者の役割 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

連携体制図等 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


